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「日本成長戦略実行計画」の策定にあたって 

 

１．策定の背景・意義 

●我が国は、長年の「デフレ・コストカット型経済」の中で、「働いてもなかなか

賃金が上がらない時代」を経験するとともに、企業も家計も、将来への不安

から、将来に向けた投資を控える、コスト転嫁をためらう、消費を我慢する、

といった「守りの姿勢」が常態化。 

●これまでの経済政策や、企業の賃上げ努力が実を結びつつあり、春季労

使交渉では、３年連続で５％台の賃上げが実現し、２０２５年度の民間企業

設備投資が、年１２８兆円と過去最高水準に達している。 

●日本経済は今、この変化の兆しを一時的なものに終わらせるのか、持続的

な好循環へと発展させ、「成長型経済」への移行を確実なものとできるかの

分岐点にある。 

●加えて、世界各国で大規模かつ長期的な財政支出が行われている中、日

本が足踏みをしていては、企業も雇用も投資も、海外へ流れ、国内は再び

停滞の時代へ逆戻りしかねない。 

●今こそ、「国内投資」を引き出し、日本の「潜在成長率」（供給力）を引上げ、

良質な「雇用と所得」を増やし、「消費マインド」を改善し、「事業収益」が上
がり、「税収」が自然増に向かう、「GDP 拡大の下での好循環」を実現する

必要がある。 

●そのため、 

①１７の戦略分野、６２の製品などのうち、「足元の収益源」、「今後の稼ぎ

頭」、「経済安全保障の強化」の観点から重点的に取り組む分野などに

おける、２０３０年頃までの今後５か年の民間を中心とした「国内投資」の
内容と投資額（「投資事業計画」）、 

②「１７の戦略分野」と｢８つの分野横断的課題｣への対応のうち主要な政

策について、｢強く豊かな日本投資枠を活用した複数年度にわたる予算

事業｣など 

を盛り込んだ計画として、日本成長戦略実行計画を年末までに策定する。 

●なお、実質賃金の継続的上昇が定着するまでには、一定の期間を要する
ため、高市内閣では、発足当初から、ガソリン・軽油の「暫定税率の廃止」、

いわゆる「高校無償化」、中東情勢を受けた「燃料油補助」や「電気・ガス料

金の支援」など、切れ目のない「物価高対策」に取り組んできた。 
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●こうした政策の効果もあり、「物価上昇率」は、Ｇ７の中で最も低い水準にあ

り、「実質賃金上昇率」は、８か月連続してプラスで推移し、Ｇ７の中で最も

高い水準にある。 

●さらに、切れ目のない「物価高対策」として、中低所得者の皆様の負担を直

接軽減するため、「消費税・支援金法案」の準備を進めている。 

●国民の皆様の手取りを増やし、暮らしを豊かにしながら、財政の持続可能
性も確保する。その両方を実現する「責任ある積極財政」の下での経済財

政運営を進めていく。 

 

 

２．成長戦略実行計画のイメージとスケジュール 

●今後５年間を集中投資期間と位置づけて、主として当該期間をカバーする
計画とし、従来の政策の延長や制約を乗り越えた施策を、それにより実現

を目指す姿とともに示していく。 

その際、６２の官民投資ロードマップは、その経済波及効果や技術・事業フ
ェーズの時間軸の違いがあるポートフォリオとしていることを踏まえ、①足

下の収益源となるもの、②今後の稼ぎ頭であり波及効果が大きいもの、③

経済安全保障の観点での波及効果が特に大きいもの、といった項目を明

示するなど、出来るだけわかりやすい計画とすることを目指す。 

●まずは、戦略分野分科会を含め、日本成長戦略会議において、実行計画

に盛り込む主要施策として、収益化もしくは自律性・不可欠性の確保につな
がるといった勝ち筋・ストーリーが明確な民間投資を誘発する事業や潜在

成長率を大きく引き上げる効果が高い事業の特定を進め、予算編成プロセ

スと並行して内容を詰めて政府予算案決定時に実行計画を策定するもの

とする。 

 




